
東京電力（株）福島第一原子力発電所１～４号機
の廃止措置等に向けた研究開発計画と 

機器・装置開発等に係る技術カタログについて 

平成２４年２月２４日 

資源エネルギー庁 



 「東京電力（株）福島第一原子力発電所１～４号機の廃止措置等に向けた中長期
ロードマップ（平成２３年１２月２１日、政府・東京電力中長期対策会議決定）」では、
廃止措置終了までの期間を下記の通り３つに区分した上で、今後実施する主要な 
現場作業や研究開発等のスケジュールを可能な限り明示。 
 
 
第１期： ステップ２完了後、使用済燃料プール内の燃料取り出し開始までの期間 
       （ステップ２完了後２年以内を目標） 
 
第２期： 第１期終了後から燃料デブリ※取り出し開始までの期間 
       （ステップ２完了後１０年以内を目標） 

 
第３期：  第２期終了後から廃止措置終了までの期間 
       （ステップ２完了後３０～４０年後を目標） 
 
    ※ 燃料と被覆管等が溶融し再固化したもの 

中長期ロードマップにおける主要な目標 
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研究開発推進本部 
 

本部長   ：経済産業大臣政務官 

副本部長：内閣府大臣政務官 

       文部科学大臣政務官 

構成員   ：経済産業省 大臣官房審議官（環境・エネルギー担当） 

       東京電力株式会社 原子力・立地本部長 

       文部科学省 大臣官房審議官（研究開発局担当） 

       原子力委員会 委員 

       独立行政法人日本原子力研究開発機構 理事 

       独立行政法人産業技術総合研究所 理事 

       財団法人電力中央研究所 理事 

       株式会社東芝 原子力事業部長 

       株式会社日立製作所 

               福島原子力発電所プロジェクト推進本部長 
 
       この他、学識経験者など本部長が推薦する者 

運営会議 
 

共同議長： 内閣府大臣政務官 

        経済産業大臣政務官 

        東京電力株式会社 原子力・立地本部長 

顧   問  ：文部科学大臣政務官 

委   員  ：経済産業省 大臣官房審議官（環境・エネルギー担当） 

        東京電力株式会社 福島第一対策担当部長 

        原子力安全・保安院 首席統括安全審査官 

        文部科学省 大臣官房審議官（研究開発局担当） 

        独立行政法人日本原子力研究開発機構 理事 

        株式会社東芝 原子力事業部長 

        株式会社日立製作所 

               福島原子力発電所プロジェクト推進本部長 

政府・東京電力中長期対策会議 
 

共同議長：経済産業大臣、原発事故収束・再発防止担当大臣 

副議長   ：内閣府大臣政務官、経済産業大臣政務官、東京電力株式会社 取締役社長 

構成員   ：資源エネルギー庁、原子力安全・保安院、東京電力株式会社 

中長期ロードマップの進捗管理体制 
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研究開発推進本部の体制と研究開発プロジェクト 
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１．現場ニーズへの貢献  
 研究開発計画の立案段階から実施段階において、現場のニーズを常に把握し研究開発に反映さ
せるとともに、得られた成果を可能な限り早期かつ的確に現場に適用することを目指す。 

 また、現場の状況、関連研究や作業の進捗状況等について関係機関の間で十分連携をとり、必
要に応じて計画を見直していく。 

２．国の関与・支援  
 研究開発計画の策定やプロジェクト管理において、国が主導的役割を果たし、国内外の叡智を結
集した研究開発体制を整備するとともに、研究開発に伴う現場での試験や実証等に際して、必要な
法制度に基づく安全規制を行う。 

３．国内外の叡智を結集するオープンかつ柔軟な実施体制  
 研究開発を効率的に実施するため、計画から実施に至る各段階において、適用可能な国内外の
技術及び専門家の知見を積極的に活用し、研究開発に反映するよう考慮する。 

 特に、諸外国の政府関係機関、国際機関及び民間事業者からの情報・助言や具体的な協力の可
能性を的確に評価し、効果的・効率的な研究開発の仕組みを構築する。 

研究開発実施にあたっての基本的考え方 
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研究開発ロードマップ 
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現場復旧工事管理 

政府・東京電力中長期対策会議・研究開発推進本部 

遠隔技術共通基盤タスクフォース【分野横断的な検討枠組み】 

燃料デブリ取出し準備ワーキングチーム【東京電力、プラントメーカー参画】 
海外政府研究機関・
国際機関等との連携 

東京電力 

本店 

福島第一対策プロジェクトチーム他 

技術提案等 

中心となるメーカーの推進体制 

（株）東芝 
日立ＧＥニュークリア・ 

エナジー（株） 
三菱重工業（株） 

各社（プロジェクトリーダ及び各研究項目の研究開発責任者） 

技術窓口 設計・製造 研究開発 

関連する研究者を 

エンジニアリング本部に結集 

現場関係者と連携し 

現場ニーズを早期に取り込む 

燃料デブリ取出し準備のための機器・装置開発に係る以下の研究開発プロジェクトを有機的に連携させて取り組む 

   １）建屋内の遠隔除染技術の開発 

  ２）格納容器漏えい箇所特定技術の開発 

  ３）格納容器補修技術の開発 

  ４）格納容器内部調査技術の開発 

  ５）圧力容器／格納容器の健全性評価技術の開発 

国内外の企業・研究機関等 

燃料デブリ取出し準備に係る研究開発プロジェクトの実施体制 
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［技術カタログについて］ 

プロジェクト実施者であるメーカー各社がニーズに対応した新たな機器・装置開発を開始
するにあたり、既存技術の調査を徹底的に行い、実際に採用する可能性のある技術の情
報を「カタログ化」して集約。 

更に、国内外の企業・研究機関から技術シーズを広く募集し、技術カタログの充実を図り、
引いては、オープンな環境でのイノベーションの実現を目指すもの。 

 

［今回のワークショップの目的］ 

①研究開発プロジェクトを推進するにあたっての技術ニーズ・仕様の共有 

②これまでに把握されている技術シーズの内容の共有 

 （研究開発プロジェクト実施者が今後採用を検討する候補） 

③技術カタログの充実を図っていくための方法論へのアドバイス 
 
 
 
 
３月１４日に開催予定の国際 
シンポジウムにおいて海外へ 
の情報発信と国際連携を強化 
 

 

事項／年度

第１期 第２期

2011 2012 2013
2014 2015 2016

（前）

(1)計画立案

(2)アクセス方法・装置開発
・開発/設計/製作
・モックアップ

(3)放射性物質飛散防止対策

(4)検査装置・技術開発

実施工程

計画立案

開発/設計/試作

技術カタログ作成

フィードバック、改良

工法/装置検討

開発/設計/試作

技術カタログについて 

（例）格納容器内部調査の技術開発の実施工程 
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